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国名 個人寄付

日本 6,931億円

アメリカ 約25兆円（2,289億ドル）

英国 約1兆6200億円（93億ポンド）

韓国 6,900億円（6兆9000億ウォン）

※日本の法人寄付は7,168億円、米国法人寄付は1兆4500億円（※以上2012寄付白書）

寄付する理由：
「自分にあった寄
付の方法」ｘ
「ご縁の大切さ」

日本の寄付と諸外国の寄付のギャップ
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助成財団の日米欧比較

国名 助成財団数

日本 1,897 （助成財団センター把握分）

ヨーロッパ 114,000 （Europe Foundation Center調査)

米国 79,616 (independent Foundation数)

内、Family Foundation 38,671
★49％のFamily Foundationは1年間に5万ドル以下の助成額
★62％のFamily Foundationは百万ドル(1.2億円）以下の総資産

（単位 ：億円、百万ドル）日米の財団トップ１０比較
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フローの寄付税制は改善しているが

➡資産寄付に関する税制優遇が非常に弱い

➡「ファミリー財団」が形成しづらい公益法人制度

クラウドファンディングの成長や非営利組織評価センターなどの発足は好材料だが

➡「寄付したお金がどう活かされるか不安」という声が依然多い

➡適切な寄付教育の不足、寄付の社会的意義の啓蒙の必要性

ファンドレイジングへの理解の全体的底上げは図られつつあるが

➡戦略的なファンドレイジングに取り組む組織と人の層が薄い

➡寄付者が、「寄付の成功体験」をしていない

日本の寄付を取り巻く課題

政策制度上の課題

資金循環メカニズム・環境整備上の課題

ファンドレイジング力上の課題
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・認定ファンドレイザー資格制度（有資格者980名、受講者2800名）
・アジア最大のファンドレイジング大会主催

・ファンドレイジング・スクールの運営

・会員数 １５００（法人・個人）

・全国に６つのチャプター（支部）

・子どもたちの「寄付教育」「社会貢献教育」のモデル授業の開発、全国での展開

・寄付白書の発行

・社会的投資市場形成に向けたロードマップ発表

・G8社会的インパクト投資タスクフォース日本諮問委員会事務局運営支援
・休眠口座国民会議

・寄付月間～Giving December～の企画運営
・社会的インパクト評価イニシアチブ発足

・全国レガシーギフト協会発足
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私たちのチャレンジ

ファンドレイザーの育成

寄付・社会的投資の促進



相続50兆円時代において、2割の人は遺贈寄付に関心がある。➡税制改正と各大学での戦略化

公益信託制度の改善の機運は好材料 ➡制度改正の実現と大学での信託活用

ファンドレイザーの確保も重要であるが、同時に適切な中長期の

ファンドレイジング戦略を各大学が持っていないことが課題 ➡目標KPIを明確化した中長期戦略のレベル
向上やインセンティブ型の補助金

「大学時代に自分やクラスメイトが寄付で助かっているという意識を

持つ機会が少ない」

「大学時代に寄付集めの経験がない」

➡Paying Forward的なプログラムの展開
➡Learning by Giving的な寄付教育プログラムの導入

大学への寄付が進むために

遺贈、信託制度の促進を図る

ファンドレイジングの中長期的戦略力を高める

Paying Forward的な意識を学生時代から持たせる

6

遺贈

寄付者

大口寄付者

マンスリーサポーター

リピートしてくれた寄付者

一回目の寄付者

潜在的寄付者



東海地域で約2000店舗でカンパイチャリティ
を実施

年末大掃除で寄付！220万人の会員を対象
とした中古家電やゲームなどのリサイク
ル品の買取金額UPキャンペーン

「寄付に感謝し、寄付を考えるきっかけ」
３５のNPO、企業、行政、国際機関が連携した日本初のキャンペーン。
寄付啓発イベントや誰もが参加できる
キャンペーンなど全国75の公式認定企画、約４００の賛同団体
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(参考１ 寄付月間）



遺贈寄付を何に役立てて欲しいか？

遺贈に関する意識調査201６ （国境なき医師団

（参考２ 遺贈寄付）



遺贈寄付に不安を感じますか？

遺贈に関する意識調査2015 （国境なき医師団



(参考２）「人生の集大成としての社会貢献」を
進める施策を実施

日本の年間相続額は37兆円～63兆円 （日本総研「政策観測」2012年8月）

相続の一部を寄付してもいいと考える人は・・・ ２１％
（寄付白書2013）

①譲渡益のある土地や株式の寄付場合、相
続していない相続人が納税しなければいけ
ない問題。
②譲渡益への非課税適用を受けようとする
と、一件一件国税庁長官の承認を2－3年か
けて得る問題。
③仮に非課税適用を受けると、賃貸にも売
りにも出せない問題

税制の３つの課題
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①高齢者が寄付先がわからない問題
②専門家も遺贈寄付実務を知らない問題
③いいストーリーが顕在化していない問題

メカニズム上の課題

全国レガシーギフト協会発足

全国１４ケ所の無料相談窓口を発足。（年度内に１６ケ所に）
今後、全国47都道府県に拡大。自治体や弁護士会と連携した啓発活動や
弁護士・税理士向け研修、受け手の団体向け研修など実施



問題の所在 解決策

①相続もしてないのに相
続人が譲渡所得税を納
めないといけない問題

遺贈を受けたNPOが納税する
ことができない。NPOが相続人
に納税額相当を譲渡し、そこか
ら納税する方法があるが、その
際に相続人に所得税がかかる
（国税庁への照会への口頭回
答）

国税庁の口頭解釈を

「遺贈先団体が納税相当額を相続人に譲
渡する場合は、一連の相続手続きの一環
として相続人に所得税は課税しない」よう
変える。

②NPO等が非課税適用
を受けるのに国税庁長
官の承認が１件１件必要
な問題

すでに所轄庁等で事業の公益
性の認定を受けているにもか
かわらず、改めて国税庁長官
の承認を受けるために膨大な
資料を提出して長期間の審査
を経ないと認められない

相続人が相続財産を寄付する場合の非
課税規定（70条）では、「公益法人、認定
NPO法人」が控除対象で、改めて国税庁
長官の承認は必要とされない。それに対
して遺贈で寄付がされる場合の譲渡所得
税の非課税規定（40条）は極端に要件が
厳しくなっている。譲渡所得税の非課税規
定も、相続財産を寄付する場合の非課税
規定と同様の取り扱いとするべき。

③非課税適用を受けると、
公益を目的とする「事業
に直接に供する」という
制約が実態にあわない
問題

譲渡所得税の非課税適用を受
けると、「事業に直接供する」と
いう条文に縛られて、寄付を受
けたNPO等は、土地や株式の
売却、賃貸としての活用などは
できない。

相続財産を寄付する場合の非課税（70
条）では「事業に供する」とあるが、譲渡所
得の非課税（40条）では「事業に直接供す
る」と「直接」が入っているためにこの問題
が生じている。40条の「直接」を削除する

１．（続き）遺贈寄付の阻害要因解決に必要なこと

11



12

（参考３）ソーシャルインパクトボンドの実現

成果評価に基づき、歳出削減があった分を
払戻す債券。行政組織が成果志向に
パラダイム転換するうえで日本でこそ
価値が高いモデル。

日本でも試行導入が進む（横須賀、尼崎等）

東近江市では成果連動型補助金として
コミュニティビジネスの起業支援モデルを
創出している。


